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再生産表式の構造について
一部門構成と蓄積率の連関性を中心に一
高　　木 彰
　　はじめに
　社会的総資本とその生産物価値との運動は、価値補填と素材補填とにおいて
おこなわれ、「生産で消費される資本はどのようにしてその価値を年間生産物
から補填されるか、またこの補翼の運動は資本家による剰余価値の消費および
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ）労動者による労賃の消費とどのようにからみ合っているか」（Kap．　II・396）
を解明したものが再生産表式である。そこでは社会的再生産過程としての運動
が、「社会的生産物の種々の価値成分の相互比率によって制約されているとと
もに、それらの使用価値、それらの素材的な姿によっても制約されている」
（Kap．　II［・397）という次第が明らかにされているのであう。
　山田盛太郎氏は、かかるものとしての再生産衷式を「社会的資本の総体の運
動の形態並にその運動に内在的なところの矛盾を総括するための基礎理論を構
　　（2）成する」ものとして規定され、又、．森嶋通夫氏は、再生産表式は経済理論の
「動学的一般均衡理論」の基礎を与えるものであり、そこに動学経済理論の分
野におけるマルクス経済学の近代経済学に対する優越性を認めることができる
　　　ゆとされた。森嶋氏の指摘とは方法論的に区別されねばならないとはいえ、再生
産表式は、資本主義経済の動態過程、その動学径路を抽象的に、それ故に、本
質的に解明しうる分析用具としての意味をもつものとして把握きれうるものと
（1）K：arl　Marx，　Das　Kapital．　Dietz　Verlag　1953．　Bd．　H．　P．396．国民文庫版
　『資本論』第2巻第三分冊⑦76ページ。以下「資本論』からの引用は本文のように原
　書頁と巻数で表示した。
（2）山田盛太郎（11）「序言』2ページ。
（3）森嶋氏の所説については拙稿（10）（H）において検討した。
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いえよう。
　資本制生産においてその動態過程を基本的に規定していく契機は蓄積需要の
変動、蓄積率の動態である。資本制生産を前提とするが故に、再生産衷式分析
に際して、蓄積率は独立変数として想定されるのである。しかし、t期におい
て両部門蓄積率は全く独自的に決定されうるのではなく、余剰生産手段の存在
量によってその運動範囲が規定されているのであり・、その余剰生産手段の存在
量は、t期の部門構成と生産力水準によって確定きれるのである。換言すれば、
t期の部門構成と生産力水準が余剰生産手段の存在量を規定し、その余剰生産
手段の存在量の基礎上で蓄積率が決定され、かくして、t＋1期の資本配分比
が決定されるという困果関係の連鎖がそこには在しているのである。
　再生産表式は、その立論の基礎を商品資本の循環範式Wノ……Wノにおいて
いる。資本の蓄積過程の分析に際してそのことの持つ意義は、両部門への社会的
総資本の配分、部門構成を出発点として設定するということである。t期の部
門構成は、t期の蓄積率の運動を制約し、t期の蓄積率の決定によって、　t＋
1期の資本配分が確定されていくのである。それ故、資本制生産の動学径路の
問題とは、部門構成が蓄積率の変動によっていかなる変化を惹起していくのか
ということに還元されるであろう。かくて、再生産表式を分析トウールとし
て、資本蓄積の動学径路を考察する場合には、部門構成と蓄積率の連関性が基
軸として設定されねばならないといえよう。
　これに対して、大島雄一氏は、「蓄積過程の出発点は、社会的総資本⑱両部
門への配分である」とされ、「蓄積過程分析の枢軸となるのは、資本配分比と
　　　　　くの蓄積率の関連」であるとされるのである。しかし、資本配分比を出発点として
設定するということは、生産諸要素（Pm，　A）をもって分析を開始するという
ことである。それは社会的総資本の両部門への配分が任意に設定されうるとす
る所論、貨幣さえ導入されれば、有効需要が創出されるとする所論に組みする
（4）大島as一一（4〕109ページ。
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ものであろう。蓄積過程分析の出発点が生産の結果たるWノとして設定されたの
は、次期の資本配分比は全く任意ではありえないこと、しかし、次期の資本配
分の確定に際して、蓄積需要が決定的意義を持つことの所以を示すことに他な
らなかったのである。部門構成と資本配分は相関関係にあるとはいえ、t期の
部門構成→t期の蓄積率→t＋1期の資本配分比→t＋1期の部門構成という因
果の速鎖において、任意にその出発点を設定しうるということではないのであ
る。
1．部門構成と蓄積率
　再生産表式を次のようにおく。
　　　Xl（ヒ）一Ci（t）＋V1（t）十Mi（t）　　・｛
　　　X2（t）一C2（t）十V2（t）十M2（t）
　　　’
　　（添字の1、2は第1部門、第2部門を意味し、夫々、生産財生産部門、消費財生産部
　門であり，tは時問を示す）
　諸変数の連関は次のようなものとする。
　　　　C．M　M　m　z　．　Mc＋Mv　r＝一一vn，　m＝＝v， p＝cltFrv＝＝’iltFIF＝＝一x＋y，　a＝一
　　　　C　　　　r　V　　　　l　M　　　　m　　X＝Y＝＝一iltFifi－lil’ilF．＋1，Y＝一X一＝＝’i　ltMi－IFI一＋1，2＝＝一Jl一＝FtFiiil［［m　l
　　　　X（，＋1）一X（，）．　AX（，）一．　m
　　　　　　Si’E；；H一‘一’一：‘一，，　tV　！’＝一t3（？：1；1一1’＝：rrt，　’a（t）　　g（t）＝
　　（但し、M－Mc＋Mv＋Mkであり、Mcは追加不変資本、　Mvは追加可変資本、　Mk
　は資本家の個入的消費を示すものとする）
　上舘において、生産力水準にして変化がなければ成長率gωは、蓄積率αωに
比例し、同一の運動方向を示すことになる。
　拡大再生産の均衡条件は、生産財、消費財の両生産部門において需給が均衡
することによって与えられる。
　　C2（，）＋Mc2（o＝一　Vl（，）＋Mvl（，）＋Mkl（，）　（1）
　（1）を諸変数を用いて書替えれば
　　x2（1＋92（t））X2（t）一｛1一κ1（1＋9エ（t））｝Xユ（t）
一　3　一一一
　3go
　　菱li：｝一一、弩詰報、）一、三需皐ちi蟹、）　　　　（・）
　（2）式は、拡大再生産の均衡的発展に際しては、t期の部門構成によってt期
の両部門の蓄積率の相互制約関係が規定されることを示している。換言すれ
ば、t期において部門構成が所与であるとしても、両部門蓄積率は一次関数の
関係におかれているということである。これはぜ期にのみ成立する条件である
ので、「一時的均衡条件」ということができる。
　（1）の関係をX1（t）の右辺に代入すれば
　　Xl〈，）　＝＝　Cl（，）　十　Mcl〈，）　十　C2（，）　十　Mc2〈，）
　　　＝Cl〈t＋1）十C2（t＋1）　（3）
　（3）から
　　△C（t）＝＝Xi（，）一Xユ（t＿1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
　かくて
齋一・一～舞1L・一、＋爺，　　　　（・）
余剰生産財△C（t）の存在条件はt期においてはV1（t＞＋M1ωとC2（t）との差1と
して与えられるg
　　△C（t）一V1（t）＋Ml（ザC2（t）
　　　　＝＝　（1－xl　）Xl（，）一x2　．X2（，）
　かくて
　　瑠一（・噸）一…菱ll：i　　　　　　　（・）
　⑥式において明かなように余剰生産手段の変化率は，部門構成によって規定
きれるのである。
　㈲式を（5）の左辺に代入して整理すれば
　　菱li：i一、葺1錦鯉）一、弩1ま聖誰謡、）　　　（・）
余剰生産財そのものが存在するためには⑥の右辺が正でなければならない。
　　　　　　　　　　　　　　　一4一
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それ故、
　　潔〉、弩、　　　　　　　　　　（・）
　ここでは、（7）と（8）が拡大再生産の均衡的に発展する条件である。（7）式は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へt－1期の第1部門の蓄as率 aエ（t－1）がt期の部門構成を規定するということを
意味している。それは、前期の第1部門の蓄積率の変動状況によって今期の部門
構成が規定されるという点において、「動的均衡条件」ということができる。
蓄積率が独立変数であり、部門構成が従属変数であるといわれている場合、そ
れは（7）の「動的均衡条件」のことをいっているのである。「一時的均衡条件」
においては、所与の部門構成が両部門蓄積率の相互制約関係、そのとりうる範
囲を規定することが示されるだけである。
　ローザは、マルクスの表式に依拠し「蓄積の一般的法則」を定式化している
が、それは「およそ蓄積が行われるためには、第2部門はつねに第1部門が第
1には剃立価値の消費される部分を増大し第2には可変資本を増大するだけ、
　　　　　　　　び　　　　　　　　の不変資本を増大せねばならぬ」ということであり、かくて、「マルクスの蓄積
　　　　　　　（2）表式の数学的基礎」は、次の関係にあるとしている。
　Mc2（t）　＝　Mvi（o　十　AMki（t）
　　但し、　△Mk1（t）一Mk1（t）二Mk1（t－1＞
（1）の均衡条件式から、（9）は次のことをも内包している。
　C2（，）＝＝：Vl（，）＋Mkl（，一1）
（10式を書替えれば
　Xl（，）　x2　（1＋gl（t－1））
　51EEJ，」一Fx　i十　it”）5
（9）
ao
aD
　かくて（9）式は、（7）の「動的均衡条件」に等しいのである。即ち、v　・一ザは、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）（9）の関係式を示すことによって「動的均衡条件」を提示していたのである。
（1）ロ・・一ザ・ルクセンブルグ（1）上149ページ。
（2）（1）上152ページ。
（3）ここで旧稿の訂正をしておかねばならない。拙著〔2）214ページにおいて、スウィ
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　ここで、部門構成をhωとすれば、今期と次期の部門構成の間には次の関
係が存在している。
　　　　　　1十gl（t）　　h（，＋1）　＝＝＝　　　　　　　　　　．h（，）　a2　　　　　　1　十　g2（t）
　㈱の関係式は、91（、）ミ92ωの関係に対応して、h（，＋1）…≡h（t）の関係が規定きれる
事を示している。即ち、91（t）＞g2ωの場合には部門構成が高度化し、第1部門が
不均等に発展していき、g1（，）＝一・g2（，）の場合には両部門の均等的発展が惹起され、
更に、91（t）〈92（t）の場合には第2部門の不均等発展が生じるということであ
る。然るに、「動的均衡条件式」の（7）においては、h1（t＋1）垂hωの関係はg1ω睾
g1（t－1）の関係に対応して規定されることが示されている。それ故、91（，一1）〈
91（t）であれば91（t）＞92（t）となり、h（t＋1）＞h（t）が生じ、91（t＿1）t・　91（t）であれば
91（t）＝92（t）となり、h（t＋1）一・　h（t）が生じ、更に、91（t－1）＞91（t）であれば91（t）〈
g2（t）となり、h（t＋D〈hωの関係が惹起されていくということになるのである。
それは、第1部門蓄積率の時系列的変動状況によって、両部門成長率の動態的
関係が規定されることを通して、部門構成の変動が規定されていくということ
であり、それ故、資本制経済における動学的運動径路の決定機構を意味するも
のであるといえよう。動学的運動径路の不安定性もかかる資本蓄積の構造によ
るものである。
　筆者は、かつてかかる運動径路の決定機構を「第1部門蓄積率の独自的。先行
　　　　　　（4）的決定の内実」であるとした。即ち、かかる運動径路の決定機構において、生
産手段が資本家によって私的に所有され、生産の決定が弧立分散的に、利潤追
　一ジがC2（t）一Vl（t）十Mk1（tLl）なる関係を「単純再生産のための均衡条件」としているこ
　とに対して、それは第1部門蓄積率の値が比較的低いC2くV　1＋Mk1なる関係の成立
　する場合においてのみ妥当するとしたのであるが、本文に示したように、それは常に
　成立する関係なのである。そこでは△Mk1（t）（一・Mki（t）一　Mk1（t＿1））が正の場合のみを
　想定していたのであるが、△Mk1（，）は正負の両方の値をとりうるのである。因に、
　△Mk1（t）…きOの条件は次のようにal（t）とa1（t一1）との関係によって規定されろ。
　　　・1（　2，　al（t－1）t）ヒα什y、）＋。ユ・a、（卜、）
（4）高木彰（2）154ページ。
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求を唯一の推進動機としておこなわれる生産様郭の特徴的な顕現を認めること
ができるということである。これに対して、井村喜代子氏は、そこに「混乱」
があるとして、「1部門の拡大の動向が『余剰生産手段』を左右することによ
って次年度の拡大再生産の動向を左右することは明らかであるが、そのこと自
体は、資本制的原則として、つねに1部門の蓄積率が『独自的・先行的』に決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ定されることを意味するものでは決してない」と批判されている。即ち、井村
氏は、筆者が第1部門が拡大再生産の物質的基礎を創出し、余剰生産手段を供
給するという社会一般の拡大再生産に必要な条件を、特殊資本制的蓄積の機構
であると把握しているとされ、そこに「混乱」があるとされるのである。
　しかし、（7）式の「動的均衡条件」において、t－1期の第1部門蓄積率がt
期の部門構成を規定するという因果関係の連鎖は、あらゆる社会に共通な拡大
再生産の一般的原則といえるものではない。拡大再生産の一般的原則が、余剰
生産手段を創出するそのこと自体にあるとすれば、それは（8）において示される
余剰生産財の存在条件のことであり、部門構成が所与の技術的条件、従って、不
変資本の投入係数によって規定される一定の値より大きくなければならないと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、いうことであるといえよう。然るに、（7）式が問題にしたのは、その余剰生産手段
の大きさが変動するということであり、しかもそれは前期の個々の資本の独自
的蓄積運動の結果として、その総括として規定されていくということである。
それ故、（7）式において、t－1期の第1部門蓄積率が、　t期の部門構成を規定し
ていくとする因果関係の連鎖を主張しうるためには、特定の生産様式を想定せ
ざるをえないのである。換言すれば、t－1期の第1部門蓄積率が、t期の部門構
成を規定することを主張するためには、資本制的生産の方法を前提しなければ
ならないということである。因に、（7）式の因果関係の連鎖があらゆる社会に共
通なものでないことは、計画経済を基調とする社会主義経済を想定してみれば
容易に首肯しえるであろう。社会主義経済とは、「社会が労働力と生産手段を
（5）井村喜代子〔8⊃（上）107ページ。
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種々の事業部門に配分」（Kap．　H・359）し、社会的総生産の関連が、生産当事
者たちの「連合理性によって把握され支配きれた法則として生産過程を彼らの
共同の制御に従わさせ」（Kap．　II。286）るものとされる経済である。そこでは、
増大してゆく国民の要求を所与の生産力水準のもとで可能なかぎり最大限に充
足することが、基本的法則とされるのである。かかる生産決定の機構のもとで
は、まず次年度の商部門への労働配分が、生産力水準に照応して決定され、部門
構成が確定されたうえで、今年度の余剰生産手段の部門間配分、従って、第1
部門蓄積率が従属的に決定されることになるのである。それ故、社会主義経済
が計画経済であるとして、資本主義経済の無政府的生産と区別きれるその標識
を再生産表式に求めるとすれば、第1部門蓄積率が、それ故にまた、第2部門蓄
積率も、意識的・計画的に決定されるということにあるのであり、（7）式において、
因果の連鎖がt期の部門構成が、t－1期の第1部門蓄積率を規定していくとい
う関係においてであるといえよう。社会主義経済においては、全生産部門がたえ
ず上向線をたどる前進運動によって特徴づけられるところに、社会主義的再生
産の特殊性が存するのであるが、それを条件づけ、可能にしていく物質的土台
こそは国民経済の計画的発展であり，それは余剰生産手段の部門間配分が意識
的・計画的に決定きれていく蓄積のメカニズムによって支えられているのであ
る。それ故、そこではt期の部門構成がt－1期の蓄積率を規定するものとし
て理解されねばならないものといえよう。
　II．久留間鮫造氏の所説について
　久留間氏は、単純再生産から拡大再生産への移行に際して、部門構成に変化
が生じ、「一定の諸困難」、「社会的再生産の諸条件の変化」が惹起されるとさ
れ、そのことは蓄積率の変動一般（上昇と低下）の場合にも妥当するのであ
り、それ故、蓄積率の変動は部門構成の変化を惹起し、それには「一定の諸困
難」が伴うとされる。即ち、単純再生産から拡大再生産への移行をローザの如
　　　　　　　　く　　く「理論上の擬制」として把握するのではなく、それに伴って惹起きれる「混
（6）ローザ・ルクセンブルグ（1⊃（上）206ページ。
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舌しと粉糾」は、拡大再生産と蓄積における「混乱と紛糾」（Meh．　II・261）の
内実として把握されているのであり、そこでは、拡大再生産の動態を基本的に
規定する契機が、資本蓄積率の変動であることが適確に把握きれているものと
いえよう。
　かくて、久留間氏は、「蓄積率は独立変数であり部門構成は従属変数である」
ということを、いわば命題どして定立されるのであるが、その際、『資本論』第2
部第3篇の論理段階では、蓄積率がなにによってどのようにして決定きれるか
ということは聞題にならないが、しかし、蓄積率の変動によって生じる「変化と
困難」は、恐慌の可能性の現実性への発展の基礎を与えるものであるとされ・
再生産論と恐慌論との関連を、資本蓄積率の変動を基軸契機として聞手にきれ
ているのである。それは再生産論と恐慌論との関連を巡る論争を新たな段階に
もたらす契機となるものでもある。
　ところで、単純再生産から拡大再生産への移行とは、余剰生産財の存在条件
がゼロから正に転化することである、即ち，h（、）一κ2／1一κ1からh（t）〉κ2／1－Xi
へと転化することである。この転化の方法は、hω自身が変化する場合と・右
辺の投入係数、従って、生産力水準が変化する場合との二通りが想定される。
前者は、第1部門の蓄積配置によって第2部門の縮小が惹起され、その結果と
して部門構成が変化する場合である。後者は、生産力水準、特に、第1部門の
それが上昇することによってもたらされる場合である。
　久留間氏は、拡大再生産の「「物質的前提」は、「単純再生産の範囲内での第1
　　　　　　　の部門の構成がえ」によってもたらされるのであり、そのことによって・マルク
スは、「生産の増大は、生産が前もって増大していなければ生じえない」とい
う学説を批判しようとしたとされている。即ち、久留間氏は、移行の契機を第
1部門の蓄積の先行的配置にのみ求めておられるのである。
（7）久留間鮫造（13⊃U30ページ。大谷禎之介氏は、「移行」のさいの部門問比率の変化
　の必然性は、「諸要素の転換法則を前提としtうえで、諸要素の転換が行なわれるまえ
　に諸要素の配列そのものが変わらねばならぬ、という、いわばより高次の法則」
　（（7〕163ページ）であるとされている。
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　移行に際して「困難」が惹起されるのは、第1部門の先行的蓄積配置の場合で
ある。生産力水準の変化の場合には「困難」は生じない。第1部門が先行的に
蓄積をおこなう結果として、第2部門において消費財の過剰生産と生産財の不
足が生じるのである。しかし、マルクスは、消費財の過剰生産については、
「再生産に必要な一要素」（Kap．　H・510）としているのであり、再生産に含ま
れる消費過程の連続性を媒介する契機、物質的諸要素とみなしているのであ
る。それ故、移行に伴う「困難」とは、第2部門が生産財の不足から生産規模を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）　．縮小せぎるをえないことの影響として把握きれるものである。
　久留聞氏は、「蓄積率の変動一般」において、「一定の困難」が惹起されると
されているのであるが、それは、具体的には蓄積率が「急激に上昇する場合」と
「急激に低下する場合」のことである。即ち、久留間氏は、蓄積率が漸次的に
上昇する場合には、「新たな蓄積率に適合する部門間の比率が整えられれば拡
　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ大した規模での再生産が行なわれうる」のであり、再生産過程の弾力性によっ
て、「困難」は調整されていくものとされているのである。そこでは部門間比率
の調整がどのようにして行なわれるか、ということが差し当っての問題である
ということである。資本蓄積率が急激に上昇した場合には、「余剰生産手段配
分どころか、第2部門が縮小しなければならないという『移行』の場合とまつ
　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ。）たく同様の問題が生じることになる」とされている。それは第1部門の蓄積が
急速に進行することによって、C2＞ViH－Mkiなる関係が惹起され、「第2部
門の単純再生産すら維持しえなくなるほどに両部門間の相互関係が麗乱きれる
　　　（11）にいたる」ということである。これに対して、蓄積率が急激に低下した場合に
は、「先ず第一・に第1部門の生産物（生産手段）に対する需要の減少として現
れ、その当然の結果として生じる第1部門の縮小、それにともなう第1部門に
（8）以上、「移行」の問題について『資本論』第2部第3篇の当該箇所を詳細に検討した
　ものとして、拙著（2）184～8ページ、がある。
（9）　（13⊃（：）24ぺPtジ。
（10）大谷禎之介⊂7）159ペーージ。
（11）　（2〕213ページ。
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おけるVおよびMの減少は、第2部門に対する需要の減少として現れ、第
2部門の縮小の必要を生ぜしめ、かくして全面的過剰生産が生じることにな
る」とされ、その急激な低下によってはじめて「全面的過剰生産が顕在化する
　ロ　　次第」が明かにきれうるときれる。
　かくて、久留間民は、資本蓄積率の変動を、「急激に上昇する場合」と「急激
に低下する場合」との基本的に対立する二過程において把握され、それによる
再生産構造の動態を、簡単にではあれ素描されているのである。しかし、それは
価値価格レベルでの再生産表式分析において、資本蓄積率の変動を問題にする
ということの具体的な内容であり、一定の方法的限定のもとで「不均衡」の問
題を論じるということではないであろうか。然るに、久留間氏は、再生産表式
においては、資本蓄積率の変動は聞題になりえないとされるのである。それは
「資本論』を「資奉一般」の体系として把握され、再生産表式を「資本一般」
の枠の申でのみ問題にされようとすることの帰結でもある。
　価値価格レベルでの再生産式表分析においても、資本蓄積率の変動は、一定
の方法的限定のもとにではあれ、それ故に抽象的一面的ではあるのだが、問題
にされねばならないといえよう。再生産表式分析において前提ときれていた価
値価格一致と需要供給一致という二条件のうち、後者の条件をはずすならば、
従って、需要と供給の不一致、乖離を聞題にするならば、それは当然にも蓄積率
の変動を問題にするということなのである。それは「資本一般」にたいして同じ
抽象のレベルで「諸資本の競争」を問題にするということでもある。再生産小雨
論を「資本一般」と「諸資本の競争」がいわば同次元的に対応しているものと
みなすということである。再生産表式においてはじめて需要と供給の基本的関
係が解明されるのであるが、その基本的関係を他の条件はそのままにして変動
において問題にするということである。勿論、再生産表式分析が：対象とするの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロのは「価値法則の貫徹の結果成立する長期平均的な再生産構造」であるというこ
（12）　（13）仁⇒24～5ページ。
（13）高須賀義博〔6）45ページ。
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とは確かである。しかし、それと同時にそこでは蓄積率の変動、従っT’ A需要
と供給の不一致によって惹起される再生産構造の動態をも、一定の抽象的限定
においてではあれ、論じうるものといえよう。しかし、それは拡大再生産の分
析視角を転換するということに他ならないのである。価値価格レベルで需給の
不一致を問題にするということは、拡大再生産過程を短期的・循環的分析視角
において考察する．ということを意味しているのである。
　蓄積率の変動を問題にするとはいえ、それは全面的にではなく、一面的にで
ある。それが利潤率や利子率、その他の諸要因の動態とは一応無関係に、一般
的にのみ展開されるところに、表式論が「資本論』第3部に比して抽象的で
ある所以があるのであり、蓄積率の変動が多くの規定と関連とをもつ豊富な総
体として規定きれていないところic一一・面性があるということである。それ故、
そこでの蓄積率の変動も、久留聞氏が問題にされているように「急激な上昇」と
「急激な低下」との基本的に対立する二過程におけるものである。しかし、そ
れは資本蓄積の動態過程が上昇と下降との基本的過程において展開せぎるをえ
ないことを示すものであり、いわば産業循環運動を基本形態において提示する
ものに他ならないといえよう。
　価値価格レベルでの再生産表式分析においても、資本蓄積率の変動を抽象的
にではあれ閾題にしうるとするその理論的根拠は、再生産表式論の理論的課題
として、拡大再生産と蓄積の長期的平均的な分析視角と短期的循環的分析視角
とが設定きれ、両者はいわば同次元的対応関係にあるものとして把握するとい
うことにある。それは換言すれば「資本一般」と「諸資本の競争」を同次元的対
応関係において把握するということである。因に、「資本論』第2部初山では、
第3章第5節は「再生産過程の平行性、漸進性、増大・循環」、第7節は「再
生産過程における麗乱」と題されており、更に、草稿を書きおえた後に作成し
たと思われるプランにおいても第3章第4節「上昇線にそった平行性、継続
性、再生産過程の循環」、第6節「再生産過程の蝿乱」と題されているのであ
る。それらの項目の内容は不十分なものであるのは当然であろう。特に、「再
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生産過程の特写」については項目しか挙示きれていないのである。それは、再生
産表式は未だ1863隼の「マルクスの経済表」と同じ部門構成において構想され
ているのをみても容易に推察しうるであろう。しかし、問題は、拡大再生産の
平行的発展を対象とする長期的平均的な拡大再生産の分析と短期的循環的な拡
大再生産の分析とが、共に再生産表式論の課題としてそこでは構想されていた
ということである。それは両者を明確に区別して別々の場所で論じるという構
想ではなく、同次元的に論じるという構想の存在を示すものであろう。『資本
論』の最終草稿とされている第2部第8稿では，拡大再生産の均斉的発展のみ
が分析対象とされているのであるが、その意味ではマルクスは前者の課題を果
したにすぎず、後者については残された者の課題になったといえよう。
　次に、「蓄積率が独立変数であり部門構成が従属変数である」という命題に
ついてみてみよう。富塚良三氏は、その久留間氏との論争において、この命題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロのを「蓄積率は自由に独立的に任意の値をとる」ということと、「部門間比率が
　　　　　　　　　　　（15）自由に無限界に変化する」ということに二分され、蓄積率と部門間比率の二契機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）が共に独自的に運動するものとして理解きれているのである。しかし，かの命
題は二契機の因果関係を品題にしたのであって、夫々の契機が全く自由に、任
意に変化しうるか否かを問題にしたので心ないのである。又、蓄積率と部門構
成とは自由に変動しうるとはいえ、全く無制約ではありえず、再生産の条件に
よって制約されざるをえないのである。
　富塚氏は、蓄積率の独立変数としての想定を短絡的にッガン流の謬見と結び
つけ、前者の想定を許せば直ちに後者の誤りに易いるとされるのである。しか
し、かの想定を許したとしても、それが直ちにッガンの帰結したように、経済学
者の空想においてのみ可能である’にすぎない「永久にヨリ多くの工場を建設す
るがための工場の建設」、従って、資本制生産の永遠の調和的発展を意味すると
むジ【べ
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いうものではないのである。富塚氏は、「再生産の条件」を充たすためには、蓄積
率は任意の値をとりえないのであり、それ故、マルクスが蓄積過程の表式的叙述
において第1部門の蓄積率をまず決定し、第2部門の蓄積率はそれに従属する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロのもとの想定していたことは、「重大な難点」をもっとされ、かくて、再生産の内的
論理＝総生産物W’の価値的・素材的構成によって第1部門蓄積率は制約され
るものとして規定され、かかる蓄積率を「均衡蓄積率」とされ、「均衡蓄積率」
を析出することと、マルクスの「再生産の条件」を明らかにすることは殆んど同
　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）憎のことであると結論されるのである。
　然るに、「均衡蓄積率」の析出の論理とは、生産部門間において技術的一
経済的連繋が存するという観点から、部門構成によって蓄積率が決定されると
いうことである。即ち、久留間氏の命題とは全く逆の連関性を富塚氏は主張さ
れているのである。そこでは、「均衡蓄積率」の経済的意義における問題とは
別に、蓄積率の独立変数としての想定の持つ経済学的意義、蓄積率と部門構成
の因果関係においては生産の決定方法が前提されているということが金く理解
されていないものといえよう。
　久留間氏は、かの命題の理論的性格について、それはけっして資本主義的生
産に特有なことではなく、社会主義的生産にも共通な、いわば超歴史的な法則
なのであって、社会主義社会においても、一その時々の事情によって生産拡
大の必要はいろいろ変るわけですから一経済計画の立案に際して必ず考慮に
　　　　　　　　　　　　くエの入れられねばならない法則」であるとされている。又、大谷禎之助氏も、（7）式に
おいてt－1期の第1部門蓄積率がt期の部門構成を規定するという関係は、
「一一一般に社会的生産：全体の成長率を高めるためには第1部門の先行的拡張が必
要だ、ということの典型的な例」ではあるが、「ただしこれは、資本主義的弓
　　　　　　　　　　　　くふ　産にかぎったことではない」とされている。
（17）　（12⊃291ページ。
（18）　（12〕262～7ページ。
（19）　く13〕仁331ページ。
（20）　〔7）60ページ。
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　然るに、上記の論稿以前に執筆された『レキシコン』の「栞」では、少々の
ニュアンスの相違があるように思われる。そこでは、かの命題は、「それ自体
としては、超歴史的な自然必然性」ではあるが、「資本主義経済の現実のあり
方」であり、「社会主義的生産の場合には、蓄積率の変化の大ききに応じてそ
れぞれ異なる、部門問の比率を含むもろもろの社会的再生産の条件のさまざま
の変化を予測したうえで，最も適当と思われる生産拡大率を（一資本蓄積率）
意識的・計画的に決定できるし、またしなければならない」（21と）きれているので
ある。・
　ここでは、久留間氏は、生産拡大率（資本蓄積率）が意識的・計画的に決定
されることをもって社会主義的再生産の機構の要をなすというそれ自体正当な
主張をされているのである。しかし、その意識的・計画的決定は、次年度の部
門構成、社会的に必要とされる労働配分が決定されることによって、それに基
づいておこなわれているものである。それ故、生産拡大率（資本蓄積率）の意
識的・計画的決定という想定は、かの命題とは逆に部門構成が資本蓄積率を規
定する関係を必然的に内在するものとして理解きれねばならないであろう。換
言すれば、かの命題が成立する前提条件は、資本蓄積率が独立変数として想定
されることにあったのである。富塚氏の設定きれた「均衡蓄積率」が「蓄積率
　　　　　　　　　（22）をめぐる顛倒的発想」として規定されうるのも、かかる論理連関が全く理解さ
れていないことに基づくものであったといえよう。
　蓄積率を独立変数として想定することは、既に述べたように、資本制生産の持
つ錯倒性を表現するものに他ならないのである。資本制生産においては、生産
は利潤追求を唯一の目的として、しかも、無政府的に行われるのであるが、そ
れは再生産表式分析においては二三の大きさが当該年度の再生産構造の内的論
理とは無関係に、ただ、生産された剰余価値の大きさによってのみ制限を劃さ
（21）久留間鮫三編『マルクス経済学レキシコン』⑥「恐慌」1「栞」M，6、18～9ペー
　ジ。大月書店、1973年。
（22）同上、21ページ。
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れて、独自的に決定され、生産拡張は消費需要とは全く無関係におこなわれる
ということとして表現されるものである。それ故、拡大再生産と蓄積の動態にお
いて、蓄積需要の変動が決定的契機たりうるものであり、かかる理論的想定に
資本制生産の特質の顕現を認めうるものといえよう。「側帯率は独立変数であ
り、部門構成は従属変数である」というかの命題は、決してあらゆる社会に共通
な、超歴史的事態ではなく、特殊資本制的性格において理解されねばならない
のであるσ
　皿．部門構成の弾力性
　拡大再生産がそもそも可能であるためには、余剰生産財と余劉消費財の存在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うすることが必要である。資本家の個人的消費は単純再生産の概念に属し、それ
は前期のものをもって表示しうるものとすれば、その条件は次のように示され
る。
　　Xi（t）＞C1（t）＋C2（t）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a3）
　　X2（t）＞Vエ（t）＋V2（t）＋Mk1（t－1）＋Mk2（t－1）　　　　　　　　　　　　dの
　⑱，⑭より
　　、等、〈・（t・〈1語吉纏12　　　　a・）
　“の式において、資本家がその所得を全部蓄積にまわすとすれば、Mk三（t）一6（i
＝…1、2）であり、その時の余剰消費財の存在条件は次のようになる。
　　X2ω＞V1ω＋V2（t）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a6｝
　α3）とa6）より
　　　　　　　　　1－y2×2　　　　　＜h（t）〈　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α7）　　1－Xl　　　　　　　Yl
　㈲は、⑮より緩かな条件である。㈹は、拡大再生産が可能であるためには、
部門構成hωは、一定の生産力水準に照応する技術的条件（x，y）によって規
定きれる一定の範囲に存在しなければならないということを意味している。
（23）（1⊃　（下）13ページ。
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　旧稿において、Cの式にimplyされる項をMk‘（t－1）とはせずにMk‘（t）とした
ので盤島誠一氏から「糊の部騰成と今蘇の成長率（蓄積率）との因粟
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）関係が転倒」しており、’「奇妙な因果関係」であるとの批判を受けた。そこで筆
者が主張しようとしたことは、余剰消費財が存在するためには、Lｼ部門蓄積率
の0＜α1ω，α2ω〈1のいかなる値に対しても、それによって規定きれる条件よ
り部門構成は小さくなければならないということであった。その主旨自体には
変りはないが、h（t）の上限を劃する条件に、al（t）、　a2（t）が内包きれているのは
矢張り正しくないので本稿のように訂正しておく。しかし、長島氏がその誤り
の厘因は「価値価格レベルでの再生産表式に固執していることにある」ときれ
ているのは妥当ではないであちう。それは価値価格レベルの再生産表式におい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧てまず確定されねばならない関係なのである。
　それ故に、長島氏は、不均等発展を表示できる「動態的再生産褒式」を導入
するためには、「数：量と単位価格とを分離し、再生産の『均衡関係』を素材視
点」から考察することが必要であり、そのためには生産価格表式を用いる必要
があるとされ、その時、「拡大再生産を可能とする部門構成の範囲は技術的パ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラメーターと実質賃金率によって決まってくる」として、蓄積率100％と想定
し、ω：実質賃金率、α：固定資本補唄率、γ：労働装備率、ノ：固定資本係数
とすれば、部門構成の範囲は次のようになるときれている。
　　、離五く・ω〈（4．一k．2　to　72）箸　　　　　C，1・・
　しかし、⑬は働と形式においても全く同一であり、唯、実質賃金率のωが右
辺に導入されているにすぎないのである。むしろ、そこで問題なのは、長島氏
は、一方では「蓄積の動向」が問題であるときれながら、他方では先験的に蓄
積率100％として規定されてしまい、蓄積に伴う困難を当初から排除されてしま
??
穿
?㌻??〜?18
???
? ?????（ 〔（））））?????? ?（（（（
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っていることである。
　ところで、拡大再生産の可能条件は、蓄積率についていえば、両部門蓄積率
が0と1との聞に存在するということである。
　　0くal（t）＜1
　　0〈a2（，〉〈1
　これを書替えれば
　　　　　　　Zl　Oく91（t）〈
　　　　　　Xl　十Yl
　　　　　　　22　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aor　O〈g2（t）〈　　　　　　X2　十Y2
　ag）の条件をみたす成長率が、（2）の均衡条件を構成する成長率である。
　（2）より
　　g2（t）n＝一11；／liLt＞　｛1－xi（1＋gi（t））｝一1
　かくて、Q9）より
　　・く巫｛・一。、（・＋91、，、｝一1＜z2
　　　x2　LL　．Vi　IL一　ny　OLLLIj　一’　’h　x2　十Y2
左辺より
gi（t）〈一lir　｛i　一　一ilikl　一，　｝　一　i
右辺より
gi（t）〉一；r｛1－th，）（x，2＋y，）｝一1
　　　　　1　　　　　　　＞1よりかくて、　　　　X2　十Y2
去｛・一、ω（X2×2　十Y2）｝T・＜…精｛・「篇｝一・
然るに、ag）の範囲を考慮して⑳の左辺から
去｛・一　一’E7（7gt）（　X2×2　十Y2）ト・〉・
かくて、
　　　　　　　　　　　　　　一18一
on
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　　・ω〉、彗、・論、　　　　　　⑳
　更に⑫①の右辺から
　　去｛・「驚ト・＜。、転
　かくて
　　…〈斐（x・　＋Y・）　　　　　　　幽
　かくて、⑳と㈱よりhωの範囲は
　　（ltil’＝’ffSIIi－x，）　2x，　＋　，）〈h（t）〈一fitl　（xi　＋yi）　as
　㈱の上限と下限とも、㈲の範囲内に存している。
　浅利一一三野は、均衡条件式（2）において、α2ωゴ1、al（t）≦1とおくことによっ
てhωの範囲を次のように設定きれている。
　　、ξ気く・（・）〈妾1鍔il　　　　　副28・
　κ2＋y2〈1より、㈱の上限の方が図の上限より小さい。
　しかし、㈱にしろ、㈱にしろそれはhωが一定の範囲内にしか存：在しえな
いことを主張したにすぎないのであり、そこでhωが一定の範囲内に存在する
こと自体の意義は、当初に蓄積率についての条件を与えてしまっているので不
明確たらざるをえないであろう。筆者が旧著（2）において拡大再生産が可能
であるためには部門構成が一定の範囲内に存在しなければならないと主張した
のは、好況過程を支える物質的基盤である第1部門蓄積率の累積的増大運動に
よって惹起される第1部門の「自立的」発展は、e定の限界を持つことを示す
ことにあったのである。然るに、㈱か㈱では、両部門蓄積率が正で1より小
である条件として、従って、第1部門蓄積率の上限を先験的に与えたうえで、
部門構成の範囲を劃定したにすぎないのである。その意味では経済学的に有意
（28）浅利一郎（3＝〕76ぺr・・ジ。
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義であるとはいえないのである。それ故、経済学的lc一一定の意義を持つ部門構
成の範囲は、その導出のプロセスからして、㈲であるといえよう。
　IV薄蓄積率の決定機構
　拡大再生産の均衡条件は、②式より次のように与えられている。
　　・（…一、弩鴇i號i、）　　　　　㈲
　㈲式が示していることは、部門構成がt期において所与であれば、両部門蓄
積率は一次関数の関係にあり、相互制約的であるということである。それ故、
㈲式はそれ自体として両部門の蓄積率を決定しえないのである。即ち、再生産
表式は、それ自体としては蓄積率を決定する機構を内包するものではないとい
うことである。それ故、拡大再生産の動学的運動径路を明らかにするためには、
両部門の蓄積率をいかにして決定するかという問題を、再生産表式の理論的前
提として、別個に、論じておかねばならないのである。再生産表式において資
本制釣再生産の基本的特徴を表現する契機は、蓄積率が独立変数として想定さ
れることにあるということは、第II節で論及したが、しかし、それだけで蓄積
率が決定されるわけではなく、その想定と蓄積率の決定機構との関連が問われ
ねばならないのである。それ故、蓄積率の決定機構の問題を、単に、純技術的
な操作として把握することは、再生産表式を資本主義経済の運動径路の解明の
分析用具として、従って、動学的経済理論の基礎を与えるものとして担窮する
ことを否定することに他ならないといえよう。
　蓄積率の決定について想定されらる方法は、形式的には6通りある。①両部
門蓄積率を同一とする方法、②両部門蓄積率の比率を先行的に決定する方法、
③第1部門蓄積率を先行的に決定する方法、④第2部門蓄積率を先行的に決定
する方法、⑤資本家の個人的消費を考慮せず、蓄積率を常1に100％とする方
法、⑥全体としての蓄積率を先行的に決定する方法。以下、夫々の方法がいか
なる意義と理由において主張されているかをみてみよう。
　④①の方法を主張する人々は・例えば、M．ブロンフエンブレンナー、　H．　J．
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シャーマン，M．モリシマ（以上については（11）を参照）がある。そこでは
「両部門の資本家は同じ貯蓄性向」をもっということ、従って、、投資の部門の
無指向性、或は、両部門の資本家の「消費習慣」が同一であることを根拠とし
て、両部門蓄積率の同一の仮定の方がより合理的であるとされているのである。
ここでは、置塩信雄氏とローザの主張についてみてみよう。
　置塩氏は、均衡蓄積の条件として、①マルクスめように両部門の蓄積率を相
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（re）要するものと仮定することは、「資本家の態度からみて極めて不合理」であり・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（鐙）両部門蓄積率は同一性において仮定されねばならなず、しかも、②「剰余価値
の自部門投下」という想定な、蓄積に際して、利潤の源泉は全くかかわりのな
　　　　　　　　　　（3Dいことであることから、「資本制的性格を反映しているとはいえない」とされ、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（鍵）「剰余価値の他部門投下」という想定が必要であるとされたのである。
　先ず①について。置塩氏は、両部門蓄積率の同一性の根拠を、資本家の蓄積
衝動の同一性に求められるのである。しかし、それは社会的総資本の運動を個
別的な資本家の行動と同一視するものであり、社会的総資本の分析を個別資本
分析に還元してしまうものであるといえよう。資本制生産は、各個別資本の利
潤追求を推進動機とするものではあるが、再生産表式分析において対象とされ
るのは、そのような諸個別資本の運動の総体なのである。それは諸個別資本の運
動の機械的総和ではありえないのであり、蓄積衝動が各個別資本において同一
であるとしても、両部門蓄積率の相違は当然にも惹起きれうるものといえよう。
換言すれば、再生産表式が分析対象とする資本蓄積の運動径路とは、同一の蓄
積衝動における個別資本の運動が、総体としてはいかなる運動態様を描くかと
（29）置塩信雄（9）3ページ。
（30）置塩氏は、rl＞r2であればal＞a2でなければ成立しないということから、「このこ
　とが生産財部門の優先的発展を証明することであるという議論がよく行われているが、
　これほ正しくない」（〔9）4ページ）とされている。そのような主張が誰れによって
　なきれているかは筆者の審らかにしるところではないが、g1（t）一g2（t）であるかぎり、
　al＞a2であったとしても、両部門は均等的に拡大するのであって、第1部門の優先的
　発展が惹起されるわけではない。この点、置塩氏に誤解があるといえよう。
（31）　く9〕4ページ。
（32）　⊂9）5ページ。
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いうことの問題に他ならないのである。マルクスが再生産表式分析に際して、
個別資本家の蓄積衝動を同一なものとみなきなかったのではなく、そのような
前提のもとで、社会的総体としての資本の動態を問題にしょうとしたのであ
る。
　ところで、al（t》・＝a2（t）の時、（2）の拡大再生産の均衡条件式から、t期におい
てα1ωが特定化出来る。
　ese（　al（，）一a2（t）を代入すれば
　　hω「讐き謬言怨，）
　これをai（t）について整理すれば
　　・・ω一、需1識告、　　　　　㈱
　㈱において、例えば、マルクスの拡大再生産表式第1例Bの条件を導入す
れば、al・一5／11である。㈱の条件式はt期において両部門蓄積率が均等である
ということであり、それ故、両部門の資本の有機的構成の相違に従って両部門
成長率が相違し、かくて、両部門は均等的に発展しえない。しかし、（7）より、
aエ（t）＝＝・al（t－1）であれば、　h（t）一一h（t＋1）であるから、均等蓄積率のもとではt期にお
いては両部門の均等的発展は惹起されないにしても、それが次年度にわたって
維持されるならば、従って、特定値に一定ときれるならば、両部門の均等的発
展がもたらきれるのである。置塩氏は、拡大再生産の動態径路において問題を
検討されていないがゆえに、有機的構成が相違する場合には両部門蓄積率の均
等と両部門の均等的発展は両立しえないとされてしまったのである。しかし、
そこでの問題は、㈱はt期においては均衡を維持しうる蓄積率は唯一であると
いうことであり、それはマルクス的想定とは全く相違するものである。
　次に、「剰余価値の他部門投下」の問題についてみてみよう。「齎余価値の他部
門投下」ということは，社会に存在する余剰生産手段の配分の閥題に還元きれ
．るであろう。余剰生産手段の配分関係を問題にすることによって、「剰余価値
の自部門投下」に関る問題が差当りは回避きれるということである。ここで
一22一
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は、部門構成高度化の条件を余剰生産手段の部門間配分比αにおいて析出す
ることを試みてみよう。まず、t＋1期の部門構成は
　　Xl（t＋1）　一　Xl（t）＋ACI（，）＋AVI（，）（1＋M）
　　X2（t＋i）　X2（t）＋’AC2（t）＋AV2（t）（1＋M）
　　　　　　　　　AVI〈t｝　　　　　　　　1十　　 Xユ（t）　　　V1（t）
　　　ほ　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　△V2（t＞　 X2ω　　　　　　　1十　　　　　　　　　V2（t）
余剰生産手段の部門聞配分比αは、定義により
・・ωE1…ω磯守…（t・＋・・ω一・
⑳から
・・ω一 ｪ一軒i・2i：；・醤ll；L養i：；・…醤｝i；’
かくて
　△C1ω　　△C（t）　α1（t）
　　　　　　　　　ロC1（t）　 X1ω 　Xl
更に
　　　△C2（t）　X1ω　　X2（ヒ）　Qω　　△C2（t）
α2ω瓢｢Cω躍｢C（t）’X、t＞●w、ω’ b、（、）
かくて
篶器L爵ぎ・響・h・・）
an
op
喫臼｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鵬）
　然るに、△Vl（t）／Vi（t）n△C1（t）／Cl（t），△％薦ハ「21ぢ一△（老（t）／Q（t）であ％から、
㈲、㈹を⑳に代入して、h（t＋1）とh（t）との大小関係を調れば
　　　　　　　　　　　AC（t）
h（t＋i＞一h（t）一一h（t）
狽狽メC，，．itll’lilllll），，；，．h，，，・（一eii’il！L（t）一一El’lli2一（一t）・h，，，）　Bl）
　α1ω＋α2ω一1を考慮すれば、鱒ま
α磯、等轟，　　　　　　cm
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の符号に対応してh（、＋1）塗h（、）の関係が規定されることになる。（32＞は、第1部
門への余剰生産手段の配分はt期の部門構成と技術的条件によって規定される
一定値を中心として変動することによって、部門構成の動態が規定きれるとい
うことを意味している。「剰余価値の自部門投下」の確定においては、第1部
門蓄積率の時系列的変動状況によって、部門構成の動態が規定されたのである
が、ここでは、その変動を規定する要因がt期においては特定化されることに
なるのである。因に、マルクスの拡大再生産表式第1例Bの場合は、α1ω睾
8／11である。
　α1ωがt期においては特定化されるという意味において、剰余価値の「他部
門投下」という想定は、その「自部門投下」というマルクス的想定よりは、よ
り具体的であるということが出来るが、そこでは拡大再生産の動学径路につい
て、それ以上のことが明かになるというわけのものではない。・
　ローザは、両部門において「獲得された剰余価値の半分がつねに資本化され
（33）
る」と想定して、更に、資本構成、剰余価値率の上昇をも含んだ拡大再生産表式
を作成するのであるが、そこでは第2部門に解決不可能な部分を析出すること
によって、「資本蓄積は、資本主義的生産方法の排他的且つ絶対的な支配とい
う前提のもとでは、説明されえないのであって、それはむしろ、非資本主義的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨの理境なしには、どの点でも考えられないのである」と結論したのであった。
　ローザの作成した拡大再生産裏式の蓄積配置は次のようなものである。
　　　1）5000C＋1000V＋500Mk十428淫事Mc十71％Mv富7000　｛II［ 、4、。C＋285V＋、。、M、 、4、3，eMc。、6，！tM。＋26，／，M。一，。。。
　ここでは162／7Mc2が「解決不可能の部分」であり、第2部門における生産手
段の不足と消費資料の過剰を意味するものであるとされるのである。山田盛太
郎氏は，追加資本構成が6：1と高度化しても、マルクスと同様に第2部門の
?????﹇【??17
U0
????（（）???（（）、?????（（
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ蓄積は、「第1部門から発動する運動に依存する」ものと想定すれば、拡大再
生産の円滑な進行が可能となるのであり、それ故、「ローザがマルクスの分析
の『矛盾』『不十分性』を唱えるのは、丁子するに、ローザに於ける、資本主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨの義全機構の矛盾をMに押し込めんとするの謬想の一帰結」であるとされた。
　ローザの誤謬は，資本蓄積率の特殊な想定にあることは確かであるが，蓄積
率が両部門で同一であり、且つ、追加資本構成が高度化したとしても拡大再生
産の円滑な進行は可能であり、「解決不可能な部分」は析出されえない。
　所与の技術条件のもとで、両部門均等な蓄積率は、⑳式からも分かるように
mP一‘存在している。ローザの場合、第1年度はMcl　IMvl　一Mc2／Mv2　・・6で
あり、しかも、両部門蓄積率の同一性ということから
　　Mv1　200
　　Mv2　　57
　拡大再生産の均衡条件式に夫々の値と関係を代入して整理すれば
　　・・一炉藩≒・…7
　即ち、約51．7％の蓄積率の時、次のように追加資本構成が高度化するもとで
も拡大再生産は均衡条件を充足しうるのである。
｛1：：：：：：ll：：誰；謬識；鵜騙
　　　　　　32490　　　　　　　　　　　　　　　　　12400019000　　1430C1＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Mki　　　　　　MVI十　　　 Mc2　・＝ 1000Vl＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　257257 257
　それ故、ローザ的想定のもとで、「解決不可能部分」が析出されたのは、両
部門蓄積率を51．7％であるとせずに50％と想定したところにあるといえよう。
ローザは、両部門蓄積率が同一の場合には、それが唯一特定化されうるという
再生産表式の構造的連関を理解しえていなかったところに、「解決不可能部分J
（35）山田盛太郎⊂11）234～6ページ6
（36）　（11）241ページ。
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を析出せざるをえなかったのである。
　しかし、ローザにとって拡大再生産表式分析において「解決不可能な部分」
を析出すること自体は、決定的意義を持つものではなかったといえよう。確か
に、ローザは、剰余価値における「解決不可能部分」を表式分析において析出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　することによって、「剰余価値の実現は、資本主義的蓄積の死活問題」であり、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）それ故、「剰余価値の非資本主義的な購買者の存在」は、資本蓄積の問題にお
ける決定的条件であるとしているのである。しかし、ローザにして表式の構造
的連関が適確に把握され、資本構成、剰余価値率上昇のもとにおいては唯一し
か存在しえない両部門の均等な蓄積率が析出されたとしても、即ち、表式分析
において「解決不可能な部分」が析出されえなくても、資本主義経済が非資本
主義的領域を不：可欠の前提条件とするというその主張には変りはなかったであ
ろう。ローザは、「蓄積問題においては、重要なのは、貨幣はどこから来るか
ということではなくて、蓄積された剰余価値から生ずる追加生産物に対する需
　　　　　　　　　　　　　　　ラ要はどこから来るかということ」であり、「商品に対する支払能力ある需要の
　　（40）拡張」ということであるが、それは非資本主義的領域からのみであるとするの
である。ローザはそこに資本主義の侵略的本質をみようとしたのである。それ
故、ローザは、マルクスがその問題を「資本家たちは、生産拡張のための生産
　　　　　　く　ラ拡張の狂信者」としての想定において解決しようとしたことは誤りであり、
「生産のための生産」ということも、「ブルジョア時代の歴史的使命」（Kap．
1・625）を表現するものでも、資本蓄積ということでもなく、「何らの目的な
　　　　　　　　　　　　く　うしの生産手段の生産の増加」にすぎないものであるとするのである。
　しかし、ローザが出投資需要は資本主義的生産の内部からではなく、非資本
????
む
???????? ??????（（（（（（〕〕〕）〕〕???〔）））））??????? ?（（（（（（
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主義的生産の領域からのみ由来するものとして把握するのは、理論的には、単
純再生産から拡大再生産への移行を「理論上の擬制」として把握し、資本主義
的生産をその内的論理において発展の契機をもたない停滞性において理解する
ことによるものであり、方法的には、「資本主義的生産の排他的支配を伴う自
給自足的な資本主義社会なるものは、どこにも存在しなかったし、存在しても
　　　く　ヨう
いない」とする純粋資本主義の想定を否定することに由来するものである。そ
れ故、ローザにとって、表式分析における剰余価値の「解決不可能な部分」の析
出は、単に、一つの例示としてしかの意義を持ちえないものといえよう。従っ
て、ローザの乱丁は、「資本主義全機構の矛盾をMに押し込めた」ことにある
のではなく，資本主義的生産をその本質においては停滞性においてしか把握し
えず，拡大再生産の分析に際して純粋資本主義を想定しえなかったことにある
めである。それは資本制生産をその本質において「生産のための生産」として
把握するマルクスと、停滞性において把握するローザとの、資本制生産の本質把
握にかかわるものとして理解されねばならないのである。それ故、ローザにお
いては資本制生産の侵略性は外的条件として与えられるのに対して、マルクス
においては、資本の内的論理において与えられるのである。
　ところで、ローザが両部門蓄積率の同一性を想定したのは、両部門における
　　　　　　　　　　　　　（44）蓄積の連関性を「相互依存性」の関係において把握したことによるものであ
る。ローザは、マルクスの表式においては、「物的および価値的関係それ自体
すでに、生産のある確定的な技術的状態を表現している」として、「資本化さ
れるべき刺青価値の、不変資本と可変資本とへのその時々の分割、ならびに、
追加的な生産手段および消費資料（労働者用の）の、第1部門および第2部門
への分割は、あらかじめ、表式上の両部門の物的および価値的関係によって、
　　　　　　　　　　　　（45）規定され・与えられている」とするのである。それ故・ローザは・マルクスの
????????????（（（）「?）?（（）））??（（（
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表式では、「生産の技術的基礎の変化なるものは不可能」であり、「両部門の蓄
積テンポにおける乖離はまったく排除されている」のであり、かくて、資本構
成の高度化を物的に表現するものとしての第1部門の第2部門に比しての急速
な発展、第1部門の不均等発展が排除され・「厳密な均斉」における発展が想
定されているとするのである。ロ・・一ザは、ここではマルクスの表式の構造を生
産力水準に部門構成が照応するものとして、従って、生産力水準に照応して余
剰生産手段の部門間配分も規定されるとしているのであるが、それは富塚氏の
「均衡蓄積率」設定の論理に他ならないのである。富塚氏の「均衡蓄積率」設
定の論理は、ローザにその先鞭を追うものであるといえよう。しかし、生産力
水準に部門構成が照応するという表式の構造把握は、単純再生産においてのみ
妥当する命題であるが、蓄積率の変動を主題とする拡大再生産においては妥当
しないのである。ロ■一一ザは、生産力水準と部門構成が照応するものとして把握
するが故に、両部門蓄積率の関係を、第1部碗の先行性と第2部門の従属性と
いう因果関係においてではなく、「相互存在性」において把握し、その同一性
を主張したのである。
　ローザが、マルクスの表式において生産力水準の上昇を反映するものとして、
資本構成、剰余価値率上昇、を伴う表式分析を試みたのは、資本主義的生産方
法を「全生産領域における周期的な飛躍的膨張」と「種々の生産部門の極めて
不均等な発達」とにおいて特徴づけ、それを表現しようとしたためである。し
かし、V　一一ザは、資本構成、剰余価値率が両部門において同一歩調で増大し、
両部門蓄積率が共に50％と想定しているために、そこではロ　・一ザの意図に反し
て、第2年度以降両部門は平行的に発展することになっているのである。即
ち、部門構成は第1年度は3δ』5であるが、それ以降はほぼ3．42となっているの
である。ローザは、マルクスの衰式では「生産の飛躍的な拡張を排除」してお
り、「生産は、ただ、剰余価値の実現と資本化との間の一致に立脚するところ
　　　　　　　　　　　　　（46）の、恒常的な拡張のみを許す」のであり、その「諸関係の内部では、第2部門
（46）〔1）（下）26ペー・一ジ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）に比較しての第1部門のより急速な増大は、絶対に達成されえない」として批
判するのであるが、そのこと自体はローザの表式にも妥当するのである。
B両部門蓄積率の比率を先行的に決定する方法は、大島雄一氏によって主張さ
れている。大島氏は、蓄積率の決定は、「まず両部門で独立」におこなわれ、
ついで余剰生産手段の存在量の基礎上で、「両部門相関的」に決定されるとさ
　　（48）
れる。しかし、それは次の関係式において、両部門蓄積率は一次関数の関係に
あるということでしかない。
　　　（1－Xl）一X2．一；：iti：i一（ii　＝＝Xl’Pl．al（t）＋X2’P2’a2（t）’一；：iti：］一｛　’i］　（sa）
　即ち、大島氏は、両部門蓄積率は独立的に運動するとはいえ、一定の「相互
制約関係」の下におかれていることを、両部門蓄積率の「独立的決定」と「相
関的決：定」、ときれるのである。しかし、それは蓄積率決定について直接関係
することではない。それ故、大島氏は、それとは全く無関係に「両部門蓄積率
比の先決」を主張されるのである。大島氏は，蓄積率比先決の想定は、「資本
　　　　　　　　　　　　　　（49）制的競争の現実により照応的」であるとされるのであるが、しかし、そのよ
うな論拠は明確ではなく、むしろ存在しないものと思われる。蓄積率比が先決
きれ一定であるということは，両部門の蓄積運動が一定の比例関係において運
（47）（1）（下）24ページ。
（48）大島雄一（4）158ページ。然るに、大島民は、かって、第1部門蓄積率の先決こそ
　現実的傾向に照応的であるとされているのである。「第H部門の蓄積率を先決的とする
　ことは数学的にも一つの制約をもつといえる。経済学的に『蓄積衝動』とその帰結た
　る『内在的矛盾』を視座にすえれば、蓄積過程では、第1部門の拡大が主導的であり、
　そこでの蓄積率の決定が先決的であるとするのが現実的傾向に照応的な前提といえよ
　う。」（「IMF体制の危機とその歴史的意義一貨幣論と再生産論一」「調査と資料』
　42．7ページ。）それ故，部門1の蓄積率先決方式が「現実的傾向に照応的」であるとされ
　ることから，ここでのように「蓄積過程への意識的規制の存在に照応」するものとし
　て把握されるにいtるその論拠が明示きれねばならないといえよう。尚、大島氏は、
　別のところでは、丁資本制的競争のもとでは両部門の蓄積率は独自にあたえられ、市場
　での力関係をとおして蓄積率比が事後的に決定される。これは理論的には蓄積率比先
　決を意味する」（（4）127ページ）とされている。ここでは蓄積率比は理論的には先決
　であるが，資本制的競争のもとでは事後的に決定されるとされているのである。
（49）　（4⊃121ページ。
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動ずることを想定しなければならないのである。少くとも、そのような社会的
総資本の運動径路を先験的に想定しなければ、蓄積率比を先決的に与えること
は出来ないであろう。そこでは第1部門の自立的発展も、第2部門の急速な発
展を伴う蓄積軌道に限定されるのである。即ち、そこでは両部門蓄積率が相互
依存性の関係において把握されているのであり、蓄積率の運動の部門間におけ
る相違と区別が消失してしまうのである。両部門蓄積率の運動が一括してのみ
把握されざるをえない、という意味において、それは社会的総資本の運動を2部
門分割においてではなく、総体としてのみ把握することに他ならないものとい
えよう。
　大島氏は、第1部門蓄積率の先行的決定という方法は、「蓄積過程べの意識
的規制の存在に照応」し、任意の均衡蓄積軌道を定常蓄積軌道に導く効果をも
っているものときれている。しかし、次に問題にするように蓄積過程を意識的
に規制するという生産の決定様式においては、第1部門蓄積率の先決ではな
く、第2部門蓄積率の先決として理解されねばならないものといえよう。
　◎これまでの①と②の蓄積率の決定方法においては、既に検討したように両
部門蓄積率は相関関係において、或は、相互依存性の関係において把握されてい
た。しかし、③と④においては両部門蓄積率を因果関係において把握しようと
するものである。それ故、そこでは、（2）の拡大再生産の「一時的均衡条件」、
或は、圃式のみが蓄積率決定機構を構成するものとしてではなく、（7）の「動的
均衡条件」も考慮されねばならないといえよう。（7）式は、特殊資本制生産の因
果の連鎖をあらわすものとしては、t－1期の第1部門蓄積率がt期の部門構
成を規定するということであり、社会主義経済の連鎖は、t期の部門構成がt
－1期の第1部門蓄積率を規定するということであった。この関係を圃式に
おいてみるならば・第1部門蓄積率の先行的・独自的決定は、利潤追求を生産
の推進動機とし、「生産のための生産」を表式的に表現したものであり、第2
部門蓄積率の意識的・計画的・先行的決定は、国民大衆の物質的・文化的要求
を最大限に充足するものとして消費資料の需要の大ききを政策的に決定する社
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会主義経済の生産の在り方を表現したものといえるのである。かくて、蓄積率
決定方法の問題とは、両部門蓄積率を相関関係において把握するのか、因果関
係において把握するのかということの問題に還元されるのであり、それ故、両
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くカラ部門の連関性の態様をいかに把握するかにかかわるものといえよう。
　マルクスは、拡大再生産の分析において、剰余価値の買い手はどこからやって
くるのかという「外観上の困難」を解決するためには、「部門1における蓄積
と部門IIにおける蓄積とを区別しなければならない」（K：ap．　H・49）として
いる。そのことは、両部門の蓄積を相関関係においてではなく、因果関係にお
いて把握することなくしては、かの「外観上の困難」も解決されえないという
ことを意味するものであるといえよう。
　D蓄積率を常に100％として想定するという方法は、問題を単純化する操作
として試みられうる。マルクス自身も、資本蓄積の本質規定を問題にした『資
本論』第1部第22章1～2節において、剰余価値はすべて蓄積財源としてのみ考
察するとしており、更に、生産資本循環範式を論ずるきいには、「定式を複雑
にしないためには、剰余価値が全部蓄積されるものと仮定するほうがよい」
（Kap．1［・25）とし．ているのである。しかし、これらは拡大再生産と資本
蓄積の本質的規定を解明するために設定きれた仮定なのである。マルクスは、
「蓄積の場合には、何よりもまず蓄積率が問題である」（Kap．皿・526）として
いるのは、資本制生産の運動径路を分析対象とする際には、蓄積率の変動こそ
基軸的契機である、ということを強調しようとしたのである。しかし、先験的に
蓄積率が100％と与えられてしまうならば、蓄積率の変動は当初から排除きれ
てしまうことになるものといえよう。それ故、資本蓄積と拡大再生産の運動径
路を分析対象とする場合には、蓄積率を常に100％として想定することは適当
ではないといえよう。
　⑩ここで、全体としての蓄積率をαとすれば余剰生産手段の存在量の定義
（50）以上の点については、〔2⊃第6章第3節において展開したことがある。
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から、次の二野を導出することが出来る。
　　・C・（・）＋・V…）＋・C・ω＋・V・（・・一4C・ω（1　＋　．2｛Lt　　Xl）＋・C・（t・（・＋葺）
　　　　　　　　　　　　　　　一a（M1（t）十M2（t））　　　　　　　　　圃
　　△C1（t）＋△C2（t）＝（1－xl）X1（t）一x2・X2ω　　　　　　　　　　　　　　（SS）
　aが先行的に決定されるならば、働、㈲より、△Cl（，）、△C2ωが一一義的に決定
される。しかし、この場合、初期条件によって運動径路に大きな相違が生じるこ
とになる。r1＞r2の時aが大であればあるほど△C2ωが大となり逆に、　r1＜r2
の時は、△C1（t）が大となり、rエ＝＝＝r2の時は全体としての蓄積率は一義的に決定
きれてしまうのである。その時のαは次の値である。
　　・一κ1読ア1・（1－xユ）X1（t）一x2・X2（t21　．　Xl（t）＋　Z2　．　X2（t））　　　　　（ee）
　全体としての蓄積率の変動とは、各部門の蓄積運動の総合に他ならないので
あるが、ここでのように、全体としての蓄積率を先行的に与えてしまうなら
ば、両者の関連は全く逆になってしまうのであり、そのことの故に、資本蓄積
の運動径路の態様の規定に、初期条件が決定的意義をもつにいたるものといえ
　　く　よう。’
　かくて、蓄積率決定機構の問題とは、単に、技術的操作の問題でも、「純粋
に数学的操作」の問題でもなく、そこではいかなる理論的前提がなされるかと
いうことと密接に結びついているのである。換言すれば、ローザにみられるよ
うに、再生産旧式の展開に際していかなる資本主義像を表象とするのかという
ことであり、資本制的生産のいかなる側面を前提とするのかということに関す
るものであるということである。第1部門蓄積率の先行的決定という想定は、
マルクスが試みたが故に正しいのではなく、そこでは資本制生産の本質的規定
を前提せぎるをえないということにおいて、資本蓄積の運動径路の分析に際
（51）第6の方法は、「再生産論研究会」において浅利一郎氏から示唆を得たものである。
　もっとも浅利氏は・貯蓄と投資を区別されaを貯蓄率とされたのであるが、それは本
　文におけるように、全体としての蓄積率としても相違がないものといえよう。
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しては不可欠な方法であったのである。それはマルクスが資本制生産の「種
差」一＝differentia　specificaを問いつづけたが故に、設定されたことであると
もいいうるのである。それ故、資本制生産の「種差」を問うことのない再生産
表式分析は、単なる数学上の遊戯にすぎないということは、レーニンの「表式
は、そのものとしては、なにも証明することはできない」という指摘をまつま
でもないであろう。
　（本稿は、1977年10月8日新潟でおこなわれた「再生産論研究会」での報告
を加筆、訂正したものである）
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